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厚生労働科学研究補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

総合統括研究報告書 

 

持続陽圧(CPAP, ASV)治療管理開始時からの治療状況確認と自己学習を含めた 

患者・医療機関相互方向の遠隔医療の試み 

 

研究代表者 陳 和夫 京都大学大学院医学研究科呼吸管理睡眠制御学 

特定教授 

 

研究要旨  

平成 30年度より、過去の厚生労働科学研究・地域医療基盤開発推進研究事業

にて行われた RCT 臨床研究を重要な資料の一つとして、持続陽圧(CPAP)治療の

遠隔モニタリング加算が行われるようになったが、本研究では CPAP遠隔モニタ

リング事業を基盤として、1) 肥満を有する OSA患者に対して、遠隔モニタリン

グシステムを用いて CPAPアドヒアランス・体重・血圧・活動度をモニタリング

し生活指導を加えることが、患者の行動変容につながり肥満が改善するかを検

証し、2) Adaptive Servo Ventilation (ASV)療法中の心不全患者における遠隔

モニタリングシステムを利用した対面診療間隔の検討し、3)平成 30年度から始

まった CPAP遠隔モニタリング加算の現状と発展を目指した全国調査行うことを

目的として研究を開始した。1), 2)に関しては臨床試験プロトコールを作成し

て、主任研究者の倫理委員会に提出して認可を得て 1)に関しては試験を開始し

た。3)に関しては日本呼吸器学会認定・関連施設（289*/880:32.8%）、日本睡眠

学会専門・登録医療機関（65*/110:59.1% *4 施設重複）、日本循環器学会認定循

環器専門医研修・研修関連施設（301/1354: 22.2%）における CPAP と ASV 診療

に関する実態調査の集計：管理数 CPAP:102,389 名（全体の 20％以上）ASV:2218

名（25％以上あり）を行った。また、分担研究において、CPAP の遠隔モニタリ

ング導入に期待される最大の効果として考えられるものとして、罹患者全体の

アドヒアランスの向上（底上げ）があるが、現状の法的な要求の分析を行うと

ともに、メールを活用して適切な診療が行える環境を整えることで、技術的な

問題は解決できることを明らかにした。 
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【共同研究者：研究分担者】 

巽 浩一郎（千葉大学教授）、 

平井 豊博（京都大学教授）、 

森田 智視（京都大学教授） 

大平 徹郎（国立病院機構西新潟中央病院副院長）、 

坪井 知正（国立病院機構南京都病院副院長）、 

富井 啓介（神戸市立医療センター中央市民病院部長）、 

葛西 隆敏（順天堂大学准教授）、 

千葉 伸太郎（東京慈恵会医科大学客員教授）、 

黒田 知宏（京都大学教授）、 

中山 健夫（京都大学教授）、 

吉嶺 裕之（社会医療法人春回会井上病院副院長）、 

權 寧博 （日本大学教授） 

吉川 雅則（奈良県立医科大学病院教授） 

小川 浩正（東北大学准教授） 

百村 伸一（自治医科大学教授） 

小賀 徹（川崎医科大学教授） 

 

A. 研究目的 

情報通信機器の開発・普及に伴い機器の

パラメーターをモニタリングして患者の

アドヒアランスを向上させる試みが諸外

国で行われている。アドヒアランスの改善

はみられるが、患者の増悪に対する有効性

は乏しいなどその成果は一定でなく、本邦

の資料は乏しい。 

 このような背景の元、平成 28-9 年度に

おいて厚生労働科学研究、地域医療基盤開

発推進研究事業において「有効性と安全性

を維持した在宅呼吸管理の対面診療間隔

決定と機器使用のアドヒランスの向上を

目指した遠隔モニタリングモデル構築を

目指す検討」が行われ、500 名を超える

CPAP使用患者において、実証研究(多施設

共同のランダム化対照： randomized 

controlled trial:RCT 非劣性試験)が行わ

れ、3カ月間隔の遠隔モニタリングあり群

は毎月受診群に比較して 4 時間以上の

CPAP 使用率は非劣勢であることが証明さ

れ、平成 30年度からの CPAP遠隔モニタリ

ング加算の有力な資料となった。しかしな

がら、医師対患者の CPAP 遠隔医療の実施

は、同時に施行されたオンライン診療との

関連で様々な疑問点が生じ、施設基準、モ

ニタリング資料の患者への連絡の仕方な

どに未だ解決すべき問題が多い。そのため、
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本研究班では、平成 30 年度から、診療報

酬に認められた CPAP 遠隔モニタリング加

算の実施後の状況と改善すべき点などに

付き検討を加えた。 

さらに、診療報酬に認められた CPAP 遠隔

医療を基盤として、肥満を有する OSA患者

に対して、遠隔モニタリングシステムを用

いて CPAP アドヒアランス・体重・血圧・

活動度をモニタリングし生活指導を加え

ることが、患者の行動変容につながり肥満

が改善するかを検証することを本研究班

の最も優先すべき研究目的とした。また、

CPAP と同じ持続管理料 2 に分類されてい

る Adaptive Servo Ventilation (ASV)に

対しても CPAP と同様の遠隔モニタリング

による管理が可能かを検証することも研

究目的とした。 

さらに、分担研究として、CPAP を中心と

した遠隔モニタリング導入に期待される

効果は、 

(ア) 通院負担を負いにくい患

者層のアドヒアランスを向上する、 

(イ) 早期介入を実現すること

でアドヒアランスを向上する、 

(ウ) IoT データ収集環境の実

現で新たなエビデンス取得を容易

にする、 

であるので、医療の質を損なうことなく、

これらの効果を最大化するためには、どの

ような ICT 活用が望まれるかについて検

討することも目的とした。 

 

B.研究方法 

1) 持続気道陽圧(CPAP)療法中の睡眠時

無呼吸患者の肥満に対する遠隔モニタリン

グシステムを利用した減量指導の検証 

1. セッティング 

肥満を有する OSA 患者に対して、遠隔モニ

タリングシステムを用いて CPAP アドヒア

ランス・体重・血圧・活動度をモニタリン

グし生活指導を加えることが、患者の行動

変容につながり肥満が改善するかを検証す

るため、前向きの無作為化比較試験を行う。

京都大学医学部附属病院を主施設とする多

施設研究であり、対象患者のスクリーニン

グは下記の施設にて行う。下記の施設にお

いて CPAP療法の継続のために、通院してい

る OSA患者を対象とする。 

• 京都大学医学部附属病院 

• 東北大学医学部附属病院 

• 福島県立医科大学付属病院 

• 自治医科大学付属病院 

• 順天堂大学医学部附属病院 

• 日本大学病院 

• 東京医科大学付属病院 

• 東京慈恵医科大学付属病院 

• 医療法人社団 慶真記念会 新宿睡

眠・呼吸器内科クリニック 

• 国家公務員共済組合連合会 虎の門病

院  

• 千葉大学医学部附属病院 

• 国立病院機構西新潟中央病院 

• 独立行政法人国立病院機構 南京都病

院 

• 日本赤十字社 高槻赤十字病院 

• 株式会社互恵会 大阪回生病院 

• 奈良県立医科大学付属病院 

• 神戸市立医療センター中央市民病院 
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• 鳥取大学医学部附属病院 

• 九州大学病院 

• 医療法人恵友会 霧が丘つだ病院 

• 社会医療法人春回会 井上病院 

• 医療法人 HSR 名嘉村クリニック 

• 医療法人社団輔仁会 嬉野が丘サマリ

ヤ人病院 

2. 適格基準 

-選択基準 

• 20歳以上 

• 過去の睡眠検査において、本邦の保

険診療における CPAP 療法の適応を

満たしている  

• OSAに対して CPAP 療法を開始後、少

なくとも 28 日以上のアドヒアラン

スデータを担当医が確認している 

• CPAP療法の継続のために毎月あるい

は 2か月に 1回外来を受診している 

• BMI ≥ 25 kg/m2 

• 遠 隔 モ ニ タ リ ン グ に 必 要 な

Bluetooth 機能を搭載したスマート

フォンを利用している 

• 個人情報（氏名・電話番号）を事務

局で共有できる 

• 自宅で研究事務局が指定する体重

計・血圧計・活動量計を使用し測定

データをスマートフォン経由でクラ

ウドに転送することができる 

-除外基準 

• 二次性肥満（薬剤・ホルモン異常に

よる）患者 

• 認知機能に問題のある患者 

• 体重に影響する可能性の高い慢性疾

患患者 （悪性疾患・膠原病など） 

• 透析中の患者 

• BW ≥ 135kg 以上（本研究で使用する

遠隔対応の家庭用体重計で測定不

能） 

• 安全に運動を勧められない (血圧 

180/100 以上・不安定狭心症・心不

全・呼吸不全・顕性腎症を有する糖

尿病・脳梗塞既往後・関節痛など筋

骨格系の疼痛が重度など） 

• 研究期間中に入院が予想されている 

• 研究期間中に, 本研究とは異なる栄

養療法・運動療法を医療機関にて開

始する予定がある 

• CPAP 診療担当医の外来を CPAP 管理

以外の理由で、3 ヶ月に 1 回以上の

頻度で受診する必要がある 

• すでに遠隔モニタリングを用いた治

療介入を行っている 

• 在宅酸素使用中 

• 中枢性無呼吸が優位である 

3. 予定研究対象者 

本研究では、6 カ月間で 3%以上の減量でき

た場合を「減量成功」と定義する。主評価

項目を減量成功が認められた症例数とする。

減量成功率を遠隔指導群で 25％,通常治療

群で 5%と仮定し、優越性のマージンを 5%

と設定し、α エラー=0.05 検出力=0.80 と

設定すると各群で必要な症例数各群 65 例

と算出される。脱落率を 10%と仮定し、必

要症例数は各群 72 例（計 144例）と設定し

た。 

2) Adaptive Servo Ventilation (ASV)療法

中の心不全患者における遠隔モニタリング

システムを利用した対面診療間隔の検討 
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1. セッティング 

リサーチクエスチョン「ASV 療法中の心不

全患者において、遠隔モニタリングシステ

ムを利用することで、ASV 療法に関する対

面診療間隔を延長しつつ、治療アドヒアラ

ンスを維持できるか」、作業仮説「ASV 療法

中の心不全患者において、遠隔モニタリン

グシステムを利用することで、ASV 療法に

関する対面診療間隔を延長しても、治療ア

ドヒアランスを維持できる」の実証研究を

行うために、前向きで割付けのない前後比

較試験である。京都大学医学部附属病院を

主施設とする多施設研究であり、対象患者

のスクリーニングは下記の施設にて行う。

下記の施設において ASV 療法の継続のため

に通院している心不全患者を対象とする。 

• 京都大学医学部附属病院 

• 東北大学医学部附属病院 

• 福島県立医科大学付属病院 

• 自治医科大学附属さいたま医療センタ

ー 

• 順天堂大学医学部附属病院 

• 日本大学病院 

• 東京医科大学付属病院 

• 東京慈恵医科大学付属病院 

• 医療法人社団 慶真記念会 新宿睡

眠・呼吸器内科クリニック 

• 国家公務員共済組合連合会 虎の門病

院  

• 千葉大学医学部附属病院 

• 国立病院機構西新潟中央病院 

• 独立行政法人国立病院機構 南京都病

院 

• 日本赤十字社 高槻赤十字病院 

• 株式会社互恵会 大阪回生病院 

• 奈良県立医科大学附属病院 

• 神戸市立医療センター中央市民病院 

• 鳥取大学医学部附属病院 

• 九州大学病院 

• 医療法人恵友会 霧が丘つだ病院 

• 社会医療法人春回会 井上病院 

• 医療法人 HSR 名嘉村クリニック 

• 医療法人社団輔仁会 嬉野が丘サマリ

ヤ人病院 

2. 適格基準 

-選択基準 

• 20歳以上。 

• NYHA II度以上の心不全を有し、ASV

療法を 3 ヶ月以上使用している(本

邦の保険診療における ASV 療法の適

応を満たしていれば、ASV 導入の理

由は問わない)。 

• ASV療法を開始後、少なくとも 28 日

以上のアドヒアランスデータを担当

医が確認している。データの確認方

法は問わない。 

• 登録時(visit 0)にアドヒアランス

データを確認可能である。 

• ASV 療法の継続のために毎月あるい

は 2ヶ月に 1回外来を受診している。 

• 通常診療の一環として、ASV 療法に

伴う遠隔モニタリングシステムをす

でに利用している、あるいは visit 1

までに利用を開始する予定がある。 

• 先行する 3 月間で薬物療法の変更が

ない。 

• 先行する 6 月間で心不全に関連した

入院歴がない。 
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-除外基準 

• 認知機能に問題がある。 

• 神経学的後遺症を残す脳血管疾患の

既往がある。 

• 経過上、3 ヶ月に 1 回以上の対面診

療が必要である。 

• 研究期間中に入院が予定されている。 

• 研究期間中に心不全に対する治療を

変更する予定がある。 

• ASV 療法担当医の外来を ASV 管理以

外の理由で、3 ヶ月に 1 回以上の頻

度で受診する必要がある。 

• 透析中である。 

• 在宅酸素使用中である。 

3. 予定研究対象者 

本研究では、baseline(visit 0)と比較して、

4 時間以上使用率が 5%以上低下した場合を

「アドヒアランス悪化」と定義する。主評

価項目をアドヒアランス悪化が見られた症

例数とする。アドヒアランス悪化が 20%以

上の患者に発生した場合を、「ASV遠隔モニ

タニングの臨床的有用性が乏しい」と判断

するための閾値と設定し、実際には 10%の

患者にアドヒアランス悪化が発生すると仮

定した。結果が閾値以上であることを示す

のに、αエラー=0.05、検出力=0.80と設定

すると、必要な症例数は 56例と算出された。

脱落率を 10%と仮定し、必要症例数を 61例

と設定した。 

3) 現況の CPAP、ASVの診療調査と遠隔モニ

タリング加算の現状と実情 

日本呼吸器学会認定・関連施設 880 施設、

日本睡眠学会専門・登録医療機関 110施設、

日本循環器学会認定循環器専門医研修・研

修関連施設 1354 施設における CPAP と ASV

診療に関する実態調査を行った。 

4) 遠隔医療のモデル構築 

遠隔モニタリング加算開始後の患者の CPAP

アドヒアラン

スと利便性の

向上のために、

情報学的に当

然と思われる

ありようを基

本として、各

種の法的要件

を如何にすれば満たしうるかについて整理

を行った。 

 

C. 研究結果 

1)持続気道陽圧(CPAP)療法中の睡眠時無呼

吸患者の肥満に対する遠隔モニタリングシ

ステムを利用した減量指導の検証、 

2) Adaptive Servo Ventilation (ASV)療法

中の心不全患者における遠隔モニタリング

システムを利用した対面診療間隔の検討 

については、倫理委員会提出の書類(後述)

提出、研究代表者の施設において倫理委員

会承認後、他の参加施設においても倫理委

員会申請承認が相次いでいる。1)について

は研究代表者施設においては実証研究も開

始された。 

3) 現況の CPAP、ASV の診療調査と遠隔モニ

タリング加算の現状と実情 

日 本 呼 吸 器 学 会 認 定 ・ 関 連 施 設

（289*/880:32.8%）、日本睡眠学会専門・登

録医療機関（65*/110:59.1%： *4 施設は 

日本呼吸器学会認定・関連施設と日本睡眠
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学会専門・登録医療機関のいずれにもなっ

ていた）、日本循環器学会認定循環器専門医

研修・研修関連施設（301/1354: 22.2%）に

おいてアンケートが回収可能であった。ア

ンケート調査の CPAP と ASV管理数は、CPAP

は 102,389名であり、ASVは 2218台であっ

たので、厚生労働省の社会医療身長行為別

統計の概況(図 1)を参考にすると、アンケ

ート調査の施設はそれぞれ全体の 20％以上、

25％以上の患者を管理していたことになる。 

受診間隔別にみると 

  １ヶ月に１回受診   ５５６６７ 名 

（５３．８％） 

 ２ヶ月に１回受診   ３４０７３ 名 

（３２．９％） 

 ３ヶ月に１回受診   １３７４３ 名 

（１３．３％）であった。 

厚生労働省社会医療診療行為別統計による

と 2017 年 6 月の CPAP 受診者は 411,732 人

であり、その月の件数は 481,169件なので、

69,437件が 2カ月又は 3カ月間隔受診とな

る。2カ月、3カ月受診の比率が上記の認定

施設と同等とすると凡そ、35.8 万人(74%)

が毎月、7.7 万人(16%)が 2 カ月間隔、4.7

万人(10%)が 3 カ月受診になると推定され

た。これら専門施設に、平成３０年４月か

ら CPAPに関する「遠隔モニタリング加算」

が診療報酬上認められましたが、ご存知で

すかと質問したところ、 

１） はい 437施設(69.6%) 

２） いいえ施 191 施設(44.0%) 

であったが、「はい」と答えた施設に、CPAP

に関する「遠隔モニタリング加算」に基づ

いた遠隔医療を行っていますか？と質問し

たところ、 

１） はい   72施設(16.6%) 

２） いいえ    362施設(83.4%) 

の回答で遠隔モニタリング加算を行ってい

る施設は極めて少数であった。また、その

台数が 6,305 台で回答を頂いた施設の管理

台数全体の 6.2%であった。 

また、「遠隔モニタリング加算」を行うにあ

たって下記の施設基準があることをご存知

ですか、（１）厚生労働省の定める情報通信

機器を用いた診療に係る指針等に沿って診

療を行う体制を有する保険医療機関である

こと。（２）緊急時に概ね３０分以内に当該

保険医療機関において診察可能な体制を有

していること。（ただし、小児科療養指導料、

てんかん指導料又は難病が依頼指導管理料

の対象患者は除く） 

についての質問については、 

１） はい 360 施設(56.0%) 

２） いいえ 283 施設(44.0%) 

であったが、施設基準を満たす旨の届け出

を出しましたか？の質問に対しては 

１） はい 111 施設(17.4%) 

２） いいえ 528 施設(82.6%)であった。 

さらに、施設基準（２）に関連して、睡眠

時無呼吸にて 30 分以内に当該保険医療機

関において診察の必要があるかの質問に対

して、「いいえ」が 606(96.5%)施設、「はい」

は 22 施設(3.5%)であったが、「はい」と答

えた施設の具体的な内容は 

脳心血管障害   ５ 

心不全の悪化   ３ 

急性心筋梗塞   ２ 

気胸       ２ 
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呼吸困難感    ２ 

感染       １ 

急変時      １ 

発熱、胸痛    １ 

と睡眠時無呼吸以外の疾病であり、このよ

うに詳細に検討するとわずかな不明も含め

て、CPAP管理下の患者を睡眠時無呼吸に関

して 30 分以内に診なければならないよう

な事象はないと考えられた。なお、CPAP の

機器の不良については通常業者が 24 時間

体制で管理している。 

4)遠隔医療のモデル構築 

(ア) 通院負担を負いにくい患者層のアド

ヒアランスを向上する、(イ)早期介入を実

現することでアドヒアランスを向上するの

効果を最大化するためには、プログラム医

療機器（検出アプリケーション）、電子メー

ルや SNS などのネットワークインフラのグ

ループでの活用が重要であると考えられた。

特に電子メール活用について、現行の京都

大学病院で医師メール環境上のグループ機

能などを用いて、送信者の記録が残り、グ

ループ診療を行っても患者・医師双方に不

都合の生じない環境を構築した。このシス

テム構築により、現状において、指摘され

ている様々な問題を解決しつつ、(ア）(イ）

の課題を解決することは、技術的には全く

難しくないことを明らかにした。 

一方、(ウ）IoTデータ収集環境の実現で新

たなエビデンス取得を容易にするについて

は、様々な医療機器を接続可能とするため

のシステム拡張と、次世代医療基盤法を核

とする運用ルール等の整備が重要であるこ

とが明らかになった。 

 

Ｄ．考察 

本研究班の研究の中で最も重要と考えら

れる CPAP 療法中の睡眠時無呼吸患者の肥

満に対する遠隔モニタリングシステムを利

用した減量指導の検証、2）Adaptive Servo 

Ventilation (ASV)療法中の心不全患者に

おける遠隔モニタリングシステムを利用し

た対面診療間隔の検討については、研究計

画通りに実証研究のプロトコールを作成し

て、研究代表者施設において倫理委員会の

承認を得て、一部研究は開始された。他施

設においても順次実証研究が開始されるも

のと考えられる。 

 以前の厚生労働科学研究・地域医療基盤

開発推進研究事業の RCT 実証研究の研究成

果の資料が重要な基盤資料となり、平成 30

年度から、診療報酬に CPAP遠隔加算が開始

された。以前より心臓ペースメーカー指導

管理料の遠隔モニタリング加算が認められ

ていたが、今回の場合 CPAPの患者数、また、

異常がなくても遠隔モニタリングの資料を

医療側が全て確認する点が大きく異なって

おり、今後の生活習慣病の遠隔医療の発展

にも大きく寄与する可能性があると考えら

れる。加算の開始にあたり、ある意味、最

初の多くの患者が関わる遠隔医療であり、

同時にオンライン診療も開始された事もあ

り、アンケート調査からすると、未だ多く

の解決すべき問題点があると考えられた。

すなわち、すでにクラウドシステムを整え

た CPAP 機器は厚生労働省の定める情報通

信機器にかなうものであり、日本呼吸器学

会認定・関連施設 880 施設、日本睡眠学会
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専門・登録医療機関 110 施設、日本循環器

学会認定循環器専門医研修・研修関連施設

1354施設における回収アンケートから得ら

れた 628施設の回答でも 30分以内で疾患と

しての睡眠時無呼吸を見なければならない

ことはほぼ皆無言っていいほどないことが

明らかになった。従って、CPAP遠隔加算に

ついては、現存のクラウド設備が完備され

ている機器を使用している限りにおいては

施設基準の必要性はないと考えられた。平

成３０年４月から CPAP に関する「遠隔モニ

タリング加算」が診療報酬上認められたこ

とを認識している施設は 70％に及ぶものの、

専門施設の 17％しか施行されておらず、施

行台数は、管理患者数の 6.2％にとどまっ

ている事実は、施設基準の届けも 17.4％で

しか行われていないことも含め今後改善す

べき余地が多くあると考えられた。実際、

研究代表者の施設では約 100 名の患者に

CPAP遠隔モニタリングを行っているが、そ

の利便性からも患者から好評で、すべての

患者が遠隔モニタリングを継続している。

また、現状で約 1200 名以上の CPAP 患者を

管理しているが、この 10年間で睡眠時無呼

吸の疾患そのもののために 30 分以内に患

者を診なければならないことは一度もなか

った。 

本邦の医療の原則は対面診療であることは、

旧来より明確であるが、CPAP使用の睡眠無

呼吸患者は 50万人を超え、その半数以上は

働き盛りの 60歳未満であり、また、睡眠時

無呼吸の疾患自体では 30 分以内に直接診

療しなければならないような重篤事象は起

こらないので、遠隔モニタリングの資料は

患者にリアルタイムで知らせる必要性は考

えつらく、患者は記録に残るメールなどの

通信手段を選択することは患者の社会的活

動性、利便性からも配慮しなくてはならな

いと考えられた。また、このように医療の

質を落とさずに、患者の利便性を保ち、社

会的活動性を維持する遠隔医療のモデルと

して、CPAP遠隔医療を構築していくことは

重要と考えられた。 

 

E.結論 

厚生労働科学研究補助金（地域医療基盤

開発推進研究事業）の基盤研究となる「持

続陽圧(CPAP, ASV)治療管理開始時からの

治療状況確認と自己学習を含めた患者・医

療機関相互方向の遠隔医療の試み」は予定

通り研究計画を立て、倫理委員通過して実

証研究が行われつつある。 

遠隔医療のスムーズな発展のために、法

に基づいた基盤整理と、CPAPの遠隔医療の

実際を日本呼吸器学会認定・関連施設、日

本睡眠学会専門・登録医療機関、日本循環

器学会認定循環器専門医研修・研修関連施

設にアンケート調査したところ、CPAP遠隔

加算については現状のクラウドシステムで

の使用、および睡眠時無呼吸という疾病を

鑑みて施設基準が必要でないことがほぼ明

らかになった。また、60歳未満の働き盛り

の患者が全患者の半数を占めるという状況

と患者の利便性、および記録が残るという

点からもメールなどの通信機器の使用も積

極的に行われるべきかと考えられた。 
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F.健康危険情報 

健康危険情報として報告すべきものは無

かった。 

 

G.研究発表 

1. 論文発表 

巻末「平成 30年度研究成果の刊行に関

する一覧表」に記載 

 

2. 学会発表 

1) 陳 和夫. 情報通信技術(ICT)と在宅呼

吸管理. シンポジウム 9. 呼吸ケアとし

ての睡眠呼吸障害管理における諸問題. 

第 58 回 日本呼吸器学会学術講演会. 

大阪. 2018.4.28.  

2) 陳 和夫. 睡眠時無呼吸、睡眠時間と健

康. 呼吸器の病気を理解して健康寿命

を延伸しよう. 第 19 回 『呼吸の日』 

記念市民公開講座. 京都. 2018.5.13. 

3) 陳 和夫. 体重の増減と睡眠時無呼吸： 

Body Weight Gain and Reduction and 

Obstructive Sleep Apnea. シンポジウ

ム 22 肥満症の多様性－太ること、痩せ

ることの意義を考える－ 第 18 回 日

本 抗 加 齢 医 学 会 総 会 . 大 阪 . 

2018.5027. 

4) 陳 和夫. 睡眠呼吸障害と体高血圧・肺

高血圧. 教育講演 3. 第 3 回 日本肺高

血圧・肺循環学会学術集会 . 豊中 . 

2018.6.23. 

5) 陳 和夫. 心血管疾患一次予防におけ

る陽圧呼吸療法のエビデンス. シンポ

ジウム 5.「睡眠呼吸障害に対する陽圧

呼吸療法  ～ Cardiovascular Outcome 

Studyを考察する～」日本睡眠学会第 43

回 定期学術集会札幌 2018. 7.11 

6) 陳 和夫. CPAP 遠隔医療. シンポジウ

ム 8 遠隔睡眠医学.  日本睡眠学会第

43回 定期学術集会 札幌 2018.7.12 

7) 陳 和夫. 呼吸器疾患と肥満症. 教育

講演 6. 第 39 回日本肥満学会. 神戸. 

2018.10.7. 

8) 陳 和夫. 呼吸管理における人工呼吸

器の考え方. 日本呼吸器学会 呼吸生

理・呼吸機能プログラム. 第 81 回呼吸

器合同北陸地方会. 福井. 2018.10.27 

9) 陳 和夫. CPAP の遠隔医療. シンポジ

ウム 3 呼吸ケア・リハビリテーション

の質向上をめざして（診療報酬適正化委

員会企画）. 第 28 回日本呼吸ケア・リ

ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 学 会 . 幕 張 . 

2018.11.9. 

10) Chin K. Home care for sleep 

respiratory  disorders in Japan. 

Symposium 6 Respiratory neurobiology 

and sleep 1-The impact of home 

ventilator over the world. 23rd 

Congress of the Asian Pacific Society 

of Respirology. Taipei. 2018.11.30. 

11) Chin K. Overcoming sleep 

disordered breathing for a healthy 

life expectancy. Michiyoshi Harasawa 

Memorial 23rd  Congress of the Asian 

Pacific Society of Respirology. 

Taipei. 2018.11.30.  
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H. 知的財産権の出願・登録状況 

無し 
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（資料 1） 
 

 
平成 30 年度厚生労働科学研究費補助金 

地域医療基盤開発推進研究事業 
 

「持続陽圧（CPAP, ASV）治療管理開始時からの治療状況確認と 
自己学習を含めた患者・医療機関相互方向の遠隔医療の試み」班 

 
第 2 回班会議 プログラム 

 
日時：平成 30 年 12 月 7 日（金）13：00～16：00 
 
場所：京都大学 東京オフィス 大会議室 AB 

         住所 〒100-6590 東京都千代田区丸の内 1−5−1 新丸の内ビルディング 10 階 
電話 03-5252-7070 
URL http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/tokyo-office 

           

        
 

遠隔 CPAP 研究班  
研究代表者：陳和夫 

実務担当者：村瀬公彦  事務局秘書：都木友子 講殿由紀奈 
〒606-8507 京都市左京区聖護院川原町 54 京都大学大学院医学研究科呼吸管理睡眠制御学講座 

TEL:075-751-3852 FAX:075-751-3854  E-mail: enkaku@kuhp.kyoto-u.ac.jp 
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（資料 1） 
 

平成 30 年度厚生労働科学研究費補助金地域医療基盤開発推進研究事業 
 

「持続陽圧（CPAP, ASV）治療管理開始時からの治療状況確認と  
自己学習を含めた患者・医療機関相互方向の遠隔医療の試み」班 

 
 

第 2 回班会議 プログラム 
 
1. 研究代表者挨拶                           （13:00~13:05） 

京都大学大学院医学研究科呼吸管理睡眠制御学講座       陳和夫 
 
2. 厚生労働省担当者挨拶                                  （13:05~13:10） 
 
3. 日本呼吸器学会認定・関連施設、日本睡眠学会専門・登録医療機関、日本循環器学会認定

循環器専門医研修・研修関連施設における CPAP と ASV 診療に関する実態調査の集計結果

報告                               （13:10~13:25） 
川崎医科大学呼吸器内科学       小賀徹 

           京都大学大学院医学研究科呼吸管理睡眠制御学講座 
高橋順美、中塚賀也、村瀬公彦、武山博文、陳和夫 

京都大学大学院医学研究科呼吸不全先進医療講座  濱田哲、半田知宏 
 
4. 倫理委員会承認済みの遠隔減量指導の RCT に関する進捗状況          （13:25~13:40） 

京都大学大学院医学研究科呼吸管理睡眠制御学講座  村瀬公彦、陳和夫 
京都大学大学院医学研究科医学統計生物情報学      森田智視 

    
 
5. 倫理委員会申請中の実証研究(ASV)に関する報告              （13:40~13:55） 
                     京都大学大学院医学研究科呼吸器内科学 谷澤公伸、平井豊博 

京都大学大学院医学研究科医学統計生物情報学      森田智視 
自治医科大学総合医学第１講座・循環器内科      百村伸一 

順天堂大学大学院医学研究科循環器内科・心血管睡眠呼吸医学講座      葛西隆敏 
                  京都大学大学院医学研究科呼吸管理睡眠制御学講座       陳和夫 

 
6. 遠隔モニタリングの効果を最大化するための ICT の活用         （13:55~14:10） 

京都大学医学部附属病院医療情報企画部      黒田知宏 
 
7. CPAP遠隔医療の実際と持続陽圧（CPAP, ASV）治療管理開始時からの治療状況確認と自己学習

を含めた患者・医療機関相互方向の遠隔医療の試み           （14:10~14:30） 
京都大学大学院医学研究科呼吸管理睡眠制御学講座       陳和夫 

京都大学大学院医学研究科健康情報学分野      中山健夫 
千葉大学大学院医学研究院呼吸器内科学      巽浩一郎 

国立病院機構西新潟中央病院呼吸器センター内科      大平徹郎 
国立病院機構南京都病院呼吸器センター      坪井知正 

神戸市立医療センター中央市民病院呼吸器内科      富井啓介 
東京慈恵会医科大学耳鼻咽喉科学教室（太田総合病院附属研究所太田睡眠科学センター）    千葉伸太郎 

社会医療法人春回会 井上病院      吉嶺裕之 
日本大学医学部内科学系呼吸器内科学分野       權寧博 

奈良県立医科大学栄養管理部      吉川雅則 
東北大学大学院医学系研究科産業医学分野先進呼吸管理学寄附講座      小川浩正 
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*************** コーヒーブレイク（14:30~14:45）**************** 
 
 
8. 質疑応答・総合討論 （司会：陳和夫）                （14:45~15:45） 
 
9. 事務局からの連絡                          （15:45~15:55） 
 
10.  閉会の辞                               （15:55~16:00） 

京都大学大学院医学研究科呼吸管理睡眠制御学講座             陳和夫 
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1. 日本呼吸器学会認定・関連施設、日本睡眠学会専門・登録医療機関、日本循環器学会認定循環

器専門医研修・研修関連施設における CPAPと ASV診療に関する実態調査の集計結果報告 

 
川崎医科大学呼吸器内科学 1、京都大学大学院医学研究科呼吸管理睡眠制御学講座 2、同呼吸不全先進医療

講座 3 

○小賀徹 1、高橋順美 2、中塚賀也 2、村瀬公彦 2、武山博文 2、濱田哲 3、半田知宏 3、陳和夫 2 

 

【背景】在宅遠隔モニタリングが世界的に普及し、本邦でもその社会的要請が高まる中、平成 30

年の診療報酬改定により、CPAP療法に対しても遠隔モニタリング加算が新設された。しかし、施設

基準に関する点など、解決するべき問題は多く残されており、必ずしも運用が円滑に進んでいるわ

けではないようにも伺える。また、循環器領域で多く使用されている ASV療法に関しても、今後遠

隔医療の導入も検討される。 

 

【目的】CPAP診療において、受診間隔、遠隔診療の実施、また遠隔診療実施の上での施設基準と疑

義解釈について、また、ASV診療において、導入理由や遠隔医療の可能性について、アンケート調

査を実施し、現状把握と整理を行い、課題を明らかにして、今後の解決を探る。 

 

【方法】日本呼吸器学会認定施設・関連施設 880、日本睡眠学会専門医療機関・登録医療機関 110、

日本循環器学会認定循環器専門医研修施設・研修関連施設 1354に、「持続陽圧(CPAP, ASV)治療管

理開始時からの治療状況確認と自己学習を含めた患者・医療機関相互方向の遠隔医療の試み」研究

実施に向けた CPAP 診療と ASV 診療実態調査アンケートを送付し、紙媒体もしくは Web で、結果を

回収した後、データ整理と解析を実施する。 

 

【結果】各学会関連施設より、289 (32.8%)、65 (59.1%)、301 (22.2%)の有効返信があった（重複

含）。CPAP診療患者は 102389人で、毎月受診患者は 53.8%であり、69.6%の施設が CPAPの遠隔診療

を知っていたが、その中の 16.6%が遠隔医療を行っていた。ASV診療は 52.4%の施設で 2218台管理

されていた。 

 

【考察】本年より CPAP 遠隔医療が開始されたが、約半数で毎月受診が継続され、施設基準登録も

低く、遠隔医療はまだ十分に実施されていない。 
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2. 倫理委員会承認済みの遠隔減量指導の RCT に関する進捗状況 

 
京都大学大学院医学研究科呼吸管理睡眠制御学講座 1、同医学統計生物情報学 2  
○村瀬公彦 1、陳和夫 1、森田智視 2 

 
【背景】閉塞性睡眠時無呼吸(Obstructive Sleep Apnea: OSA)の主たる原因は肥満であるが、OSA

の治療である持続気道陽圧 (Continuous Positive Airway Pressure: CPAP)療法を開始すること

で、体重が増加することが報告されている。CPAP 使用中の OSA 患者において遠隔モニタリングシ

ステムを用いて減量指導を行うことにより、減量を促せるかについては未だ検討されていない。 

 

【目的】CPAP使用中の肥満患者において、遠隔モニタリングシステムを用いて CPAP治療に関する

指導と同時に、減量指導を行うことの効果を検証する。 

 

【方法】CPAP 使用中の肥満患者において、CPAP 遠隔モニタリングシステムを導入すると同時に、

遠隔モニタリング可能な体重計・血圧計・活動量計を用い自宅での毎日の測定を促す。測定結果を、

1)遠隔モニタリングにて医療者が結果を確認し患者に指導を入れる 2)医療者の指導は行わない 

の 2群に無作為割り付けを行い、半年間観察する。 

 

【結果】京都大学大学院医学研究科・医学部附属病院医の倫理委員会において、承認された(2018

年 10 月 22 日、C1409)。2018 年 11 月 15 日時点で、京都大学医学部附属病院より 2 例の登録がな

されている。他の共同研究施設においても倫理委員会での審査・承認を経て、研究を開始する予定

である。 

 

【考察】これらの実証研究を通じて、OSA患者の減量に関する遠隔医療のエビデンスの作成が期待

される。 
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3. 倫理委員会申請中の実証研究(ASV)に関する報告 
 

京都大学大学院医学研究科呼吸器内科学 1、同医学統計生物情報学 2、自治医科大学総合医学第１講座・循

環器内科 3、順天堂大学大学院医学研究科循環器内科･心血管睡眠呼吸医学講座 4、京都大学大学院医学研究

科呼吸管理睡眠制御学講座 5 

○谷澤公伸 1、平井豊博 1、森田智視 2、百村伸一 3、葛西隆敏 4、陳和夫 5 

 
【背景】本邦の慢性心不全患者に対する ASV療法では、毎月または 2月に 1回の外来対面診療が

慣例とされてきた。遠隔モニタリングを利用することで、外来対面診療の負担を軽減しつつ、患

者の治療アドヒアランスを維持できる可能性がある。 

 

【目的】作業仮説「ASV療法中の心不全患者において、遠隔モニタリングシステムを利用するこ

とで、ASV療法に関する対面診療間隔を延長しても、治療アドヒアランスを維持できる」ことを

証明する。 

 

【方法】実証研究「Adaptive Servo Ventilation (ASV)療法中の心不全患者における遠隔モニタ

リングシステムを利用した対面診療間隔の検討」： 

夜間 ASV療法を施行中の慢性心不全患者を対象に、遠隔モニタリングシステムと遠隔指導を導入

することで受診間隔を毎月または隔月から３ヶ月毎に延長する、単アームの前向き介入研究を行

う。ASVアドヒアランスの悪化の有無を主たる評価項目とする前後比較試験であり、予定人数は

61名、研究期間は 6月間である。 

 

【結果】京都大学大学院医学研究科・医学部附属病院医の倫理委員会に申請し、現在審議中であ

る。2018年 12月末までに最終承認される見込みであり、その後、速やかに研究開始に向けて準

備を進める予定である。他の共同研究施設においても倫理委員会での審査、承認を経て、研究を

開始する。 

 

【考察】これらの実証研究を通じて、ASV療法における遠隔モニタリングと受診期間に対するエ

ビデンスの作成が期待される。 
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4. 遠隔モニタリングの効果を最大化するための ICT の活用 

 
京都大学医学部附属病院 医療除法企画部 1 

○黒田知宏 1 

 

【目的】 CPAPを中心とした遠隔モニタリング導入に期待される効果は、 

1）通院負担を負いにくい患者層のアドヒアランスを向上する、 

2）早期介入を実現することでアドヒアランスを向上する、 

3）IoTデータ収集環境の実現で新たなエビデンス取得を容易にする、 

である。本研究では、医療の質を損なうことなく、これらのこうかを最大化するためには、どのよ

うな ICT活用が望まれるかについて、検討する。 

 

【方法】 1）・2）については、情報学的に当然と思われる有りようを基本として、各種の法的要件

を以下にすれば満たしうるかについて整理を行った。 

3）については、昨年度作成した手引書を法制改定に合わせて一部修正するとともに、周辺制度を

最大限活用する方法について検討した。 

 

【結果】 1）・2）の効果を最大化するためには、プログラム医療機器（検出アプリケーション）、

電子メールや SNSなどのネットワークインフラのグループでの活用が重要であると考えられた。一

方、3）については、様々な医療機器を接続可能とするためのシステム拡張と、次世代医療基盤法

を核とする運用ルール等の整備が重要であることが明らかになった。 

 

【考察】 現行制度は、一人の主治医による一対一の「対面診療」を原則として設計されているが、

この考え方を根本的に修正しなければ、効果的な治療を継続的に実現し得ないと考えられた。ICT

の存在と、グループ診療・多職種連携を前提として、制度全体の再設計を行うことが必要であると

思われる。 
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5. CPAP遠隔医療の実際と持続陽圧（CPAP, ASV）治療管理開始時からの治療状況確認と自己学習

を含めた患者・医療機関相互方向の遠隔医療の試み 

 

京都大学大学院医学研究科呼吸管理睡眠制御学講座 1、同健康情報学分野 2、千葉大学大学院医学研究院呼吸器

内科学 3、国立病院機構西新潟中央病院呼吸器センター内科 4、国立病院機構南京都病院呼吸器センター5、神戸

市立医療センター中央市民病院呼吸器内科 6、東京慈恵会医科大学耳鼻咽喉科学教室（太田総合病院附属研究所

太田睡眠科学センター）7、社会医療法人春回会井上病院 8、日本大学医学部内科学系呼吸器内科学分野 9、奈良

県立医科大学栄養管理部 10、東北大学大学院医学系研究科産業医学分野先進呼吸管理学寄附講座 11 

○陳和夫 1、中山健夫 2、巽浩一郎 3、大平徹郎 4、坪井知正 5、富井啓介 6、千葉伸太郎 7、吉嶺裕之 8、權寧博 9、

吉川雅則 10、小川浩正 11 

 

 

【背景】厚生労働科学研究費補助金地域医盤療基開発推進研究事業「有効性と安全性を維持した在

宅呼吸管理の対面診療間隔決定と機器使用のアドヒアランスの向上を目指した遠隔モニタリング

モデル構築を目指す検討」（平成 28－29 年度）にて行われた実証研究の結果の一部分を資料とし

て、本年 4 月から CPAP の遠隔モニタリング加算が認められた。実施に伴い、また、実施後明らか

に遠隔モニタリング加算施行上の問題点も明らかになりつつある。さらに、CPAP 遠隔医療の基盤

を利用しての新たな進展が期待され、「CPAP 遠隔医療の実際と持続陽圧（CPAP, ASV）治療管理開

始時からの治療状況確認と自己学習を含めた患者・医療機関相互方向の遠隔医療の試み」が行われ

ることになった。 

 

【目的】CPAP 遠隔医療の情報システムを利用した減量、生活習慣の改善と血圧の変動を見るとと

もに、遠隔モニタリング加算の施行上の問題点を明らかにして、在宅持続陽圧管理の進展をはかる。 

 

【方法】「CPAP 遠隔医療の情報システムを利用した減量、生活習慣の改善と血圧の変動を見る」、

「持続陽圧としての ASV療法に遠隔医療を導入する」の各実証研究を行う。日本呼吸器学会認定・

関連施設、日本睡眠学会専門・登録医療機関、日本循環器学会認定循環器専門医研修・研修関連施

設における CPAP と ASV 診療に関する実態調査を行い、実施が開始された持続陽圧遠隔医療の進展

をはかる。 

 

【結果】日本呼吸器学会認定・関連施設、日本睡眠学会専門・登録医療機関、日本循環器学会認定

循環器専門医研修・研修関連施設にアンケート調査が行われ、「」遠隔減量指導の RCT」「実証研究

(ASV)」が作成された。さらに、「遠隔モニタリングの効果を最大化するための ICTの活用」の検討

も行われた。 

 

【考察】CPAPで開始された遠隔医療を実態に合わせて（患者の病態安定、改善、利便性、加えて医

師の働き方改革など）改善し、その効果を慢性疾患全体から生活習慣改善にも生かす努力と検討が

期待される。 
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